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設
例
や
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
開
示
例
で
理
解
す
る

変
動
対
価
の
ケ
ー
ス
別

会
計
処
理・開
示
ポ
イ
ン
ト

第２章
【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
返
品
が
想
定
さ
れ
る
場
合
は
、当
該
部

分
を
見
積
り
、収
益
か
ら
控
除
し
、返

金
負
債
を
計
上
す
る
と
と
も
に
原
価
相

当
額
部
分
は
返
品
資
産
と
し
て
資
産
計

上
す
る
。従
前
の
返
品
調
整
引
当
金
の

計
上
は
認
め
ら
れ
な
く
な
る
。

●
リ
ベ
ー
ト
、キ
ャ
ッ
シ
ュ
バ
ッ
ク
、ボ

リ
ュ
ー
ム・デ
ィ
ス
カ
ウ
ン
ト
、仮
価
格

等
も
変
動
対
価
が
含
ま
れ
る
場
合
は
、

販
売
時
に
変
動
対
価
部
分
を
見
積
り
、

取
引
価
格
に
反
映
さ
せ
る
と
と
も
に
、

各
決
算
日
に
見
直
し
を
行
う
必
要
が
あ

る
。

●
新
基
準
に
お
い
て
一部
で
認
め
ら
れ
て

い
る
重
要
性
等
に
関
す
る
代
替
的
な
取

扱
い
は
、変
動
対
価
に
関
す
る
会
計
処

理
に
つ
い
て
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。

本
章
で
は
、
ま
ず
、
新
基
準
に
お
け
る

変
動
対
価
が
含
ま
れ
る
可
能
性
の
あ
る
取

引
に
つ
い
て
、
実
務
で
見
受
け
ら
れ
る

ケ
ー
ス
ご
と
に
解
説
し
て
い
く
。
図
表
５

は
ケ
ー
ス
ご
と
に
ポ
イ
ン
ト
を
要
約
し
た

も
の
で
あ
る
が
、
読
者
の
理
解
の
た
め
に

議
論
を
相
当
程
度
単
純
化
し
た
も
の
で
あ

る
た
め
、
詳
細
に
つ
い
て
は
後
述
の
解
説

を
ご
参
照
い
た
だ
き
た
い
。

次
に
、
新
基
準
の
一
部
で
認
め
ら
れ
て

い
る
、
重
要
性
等
に
関
す
る
代
替
的
な
取

扱
い
が
変
動
対
価
に
お
い
て
も
容
認
さ
れ

る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
解
説
し
て
い
く
。

最
後
に
、
変
動
対
価
に
関
す
る
開
示
上

の
留
意
点
に
つ
い
て
解
説
し
て
い
く
。

（図表４）　変動対価の見積制限がある場合とない場合の比較
制限されない場合 制限される場合

共通の前提 ①Ａ社はＢ社に対して製品Ｘを単価100円で10個販売する契約を締結した。
②Ａ社は、過去の慣行から価額の引下げを見込んでいるため、当該取引価格は変動対価となる。
③Ａ社は、変動対価の見積方法として、期待値による方法を選択した。

相違する前提 ・Ａ社は製品Ｘについて過去の実績より20％までの
値下げを行ったことがあり、現在の市場環境にお
いても20％までの値下げで十分と判断できた。

・製品Ｘは陳腐化リスクが高く、過去の実績より、15％～50％程度の値下げが必要
となる可能性があると判断された。

変動対価の
見積り

100円×80％×10個＝800円 期待値による方法により、40％の値引を行うと見込み、600円（＝100円×60％×10
個）を変動対価と見積った。

将来的に大き
な減額が発生
しないかどう
かの判断

・Ａ社の影響力が及ばない範囲で若干の不確実性が
あるが、現在の市場環境において価額の不確実性
は短期間で解消されると予想された。
・その他、適用指針25項の諸要因に照らして、収
益が著しく減額しない可能性は高いと判断できた。

・陳腐化リスクという、Ａ社の影響力の及ばない要因の影響力が大きく、その他、適
用指針25項の諸要因に照らしても大幅な価格の引下げの可能性が高く、収益が著
しく減額しない可能性が高いとはいえないと判断した。
・そのため、600円（すなわち40％の値引）の見積りを取引価格に含めることはできな
いと判断した。
・Ａ社は過去の実績や現在の市場環境等により、500円（すなわち50％の値引）を取
引価格に含める場合には、収益が著しく減額しない可能性が高いと判断できた。

仕訳 （借）売掛金　800円　（貸）売上高　800円 （借）売掛金　500円　　（貸）売上高　500円
（出所）　適用指針設例12に基づいて筆者が作成

る
場
合
と
な
い
場
合
と
で
、
判
断
に
ど
の

よ
う
な
相
違
が
生
じ
得
る
の
か
を
図
表
４

に
ま
と
め
て
い
る
。

変
動
対
価
の
見
直
し

（
ポ
イ
ン
ト
４
）

前
記
プ
ロ
セ
ス
に
従
っ
て
見
積
ら
れ
た

取
引
価
格
は
、
各
決
算
日
に
見
直
す
必
要

が
あ
る（
会
計
基
準
55
項
）。

な
お
、
販
売
後
に
変
動
対
価
部
分
の
取

引
条
件
が
確
定
あ
る
い
は
変
更
さ
れ
た
こ

と
等
に
よ
り
、
過
去
の
取
引
の
販
売
価
格

を
修
正
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
っ
た
場
合

で
あ
っ
て
も
、
過
去
に
遡
っ
て
収
益
計
上

額
を
修
正
す
る
必
要
は
な
く
、
当
該
条
件

変
更
等
が
あ
っ
た
期
間
に
収
益
額
の
修
正

を
行
え
ば
よ
い（
会
計
基
準
74
項
）。

具
体
的
に
は
、い
わ
ゆ
る
ボ
リ
ュ
ー
ム
・

デ
ィ
ス
カ
ウ
ン
ト
に
よ
り
事
後
的
に
販
売

価
格
が
変
更
と
な
っ
た
ケ
ー
ス
や
仮
価
格

に
よ
っ
て
取
引
が
行
わ
れ
た
ケ
ー
ス
等
が

該
当
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
詳
細
に
つ
い

て
は
、
第
２
章「
リ
ベ
ー
ト
等
そ
の
他
の

変
動
対
価
の
会
計
処
理
」⑶
お
よ
び
⑷
で

解
説
す
る
。

　


